
宇宙基本計画の概要

• 安全保障における宇宙空間の重要性や経済社会の宇宙システムへの依存度の高まり、リスクの深刻化、諸外国や民間の宇宙活動の活発化、宇宙
活動の広がり、科学技術の急速な進化など、昨今の宇宙を巡る環境変化を踏まえ、宇宙基本計画を改訂。

• 多様な国益に貢献するため、戦略的に同盟国等とも連携しつつ、宇宙活動の自立性を支える産業・科学技術基盤を強化し、宇宙利用を拡大する
ことで、基盤強化と利用拡大の好循環を実現する、自立した宇宙利用大国となることを目指す。

• この実現に向けて、官民の連携を図りつつ、予算を含む必要な資源を十分に確保し、これを効果的かつ効率的に活用して、政府を挙げて宇宙政策を強化していく。

令 和 ２ 年 ６ 月
内 閣 府
宇 宙 開 発 戦 略 推 進 事 務 局

（１）出口主導
 出口戦略の明確化を徹底
 タイムリーな技術実証の実施など戦略

的な対応

（２）民間活力の活用
 投資の予見性確保
 民間が担える部分は可能な限り民間

から調達

（３）資源の効果的活用
 安全保障や探査のための先端技術を産業等へ有

効活用。

 非宇宙分野との人材交流、資金の流れを活発化

（４）同盟国・友好国等との戦略的連携
 同盟国・友好国等との連携の下、国際的なルール

作りや国際協力等を推進
 我が国の強みを活かしながら、同盟国等と戦略的

に連携

基本的なスタンス

① 宇宙安全保障の確保
ⅰ 準天頂衛星システム

７機体制の確立と後継機の開発着手。

ⅱ Xバンド防衛衛星通信網

2022年度までに3号機の打上げ。
ⅲ 情報収集衛星

10機体制確立へ機数増を着実に実施。

ⅳ 即応型小型衛星システム
即応型の小型衛星等について、ニーズや

運用構想等を検討。

ⅴ 商用衛星等の利活用
商用衛星等の利用による冗長性の確保。

ⅵ 早期警戒機能等

小型衛星コンステレーションについて米
国との連携を踏まえながら検討。

ⅶ 海洋状況把握

海洋状況把握への宇宙技術の活用を推進。
ⅷ 宇宙状況把握

宇宙状況把握システムの運用開始。

ⅸ 宇宙システム全体の機能保証強化
ⅹ 同盟国・友好国等と戦略的に連携した国

際的なルール作り

④ 宇宙を推進力とする経済成長とイノベー
ションの実現
ⅰ 衛星データの利用拡大

衛星データ利用の原則化、準天頂衛星を活用し
たG空間プロジェクトの推進。

ⅱ 政府衛星データのオープン＆フリー化
ⅲ 政府衛星データプラットフォーム

民間活力を最大限活用し「Tellus」の機能向上。
ⅳ 民間事業者への宇宙状況把握サービス提供のた

めのシステム構築
ⅴ 国のプロジェクトにおけるベンチャー企業等か

らの民間調達の拡大
民間でできるものは民間から調達することを基
本とし、ベンチャー企業等民間からの調達拡大。

ⅵ JAXAの事業創出・オープンイノベーションに
関する取組強化

ⅶ 異業種企業等の宇宙産業への参入促進
ⅷ 制度環境整備

サブオービタル飛行、宇宙資源開発、軌道上
サービスなどに必要な制度環境整備。

ⅸ 射場・スペースポート
ⅹ 海外市場開拓
ⅺ 月探査活動への民間企業等の参画促進
ⅻ 地球低軌道活動における経済活動等の促進

（１）多様な国益への貢献
② 災害対策・国土強靭化や地球規模
課題の解決への貢献
ⅰ 気象衛星

2022年度をめどに「ひまわり９号」運
用を開始。

ⅱ 温室効果ガス観測技術衛星
2023年度に3号機の打上げを目指す。

ⅲ 地球観測衛星・センサ
先進光学・レーダ衛星の打上げ。基幹
的衛星技術の継続的な高度化、情報基
盤（DIAS）の強化。

ⅳ 準天頂衛星システム
衛星安否確認サービスについて、2021
年度を目途に20都道府県程度に普及。

ⅴ 情報収集衛星
被災状況の早期把握等のため、画像
データを利活用。

ⅵ 災害対策・国土強靭化への衛星データ
の活用
2022年度までに、被災状況の迅速な把
握等のためのシステム開発、社会実装。

ⅶ 資源探査センサ
「HISUI」の定常運用を早期に開始。

宇宙政策の目標と具体的アプローチ

（２）産業・科学技術基盤を始めとする我が国の宇宙活動を支える総合的基盤の強化
ⅰ 基幹ロケットの開発・運用

基幹ロケットの継続的な開発・高度化等の推進。政府衛星の打
上げに優先使用。

ⅱ 将来の宇宙輸送システムの研究開発
抜本的な低コスト化等を目指した革新的な将来宇宙輸送システ
ム技術の研究開発の推進。

ⅲ 衛星開発・実証を戦略的に推進する枠組み（衛星開発・実証プ
ラットフォーム）の構築
将来のユーザーニーズを先取りした衛星開発・実証を推進。

ⅶ 宇宙太陽光発電の研究開発
ⅷ 宇宙環境のモニタリング（宇宙天気）
ⅸ 宇宙活動を支える人材基盤の強化
ⅹ 宇宙分野の知財活動のための環境整備
ⅺ 宇宙産業のサプライチェーンの強化
ⅻ 国際的なルール作りの推進
xⅲ 国際宇宙協力の強化
xⅳ 調査分析・戦略立案機能の強化
xⅴ 国民理解の増進

ⅳ 衛星関連の革新的基盤技術開発
ⅲの枠組みの下、量子暗号通信、宇宙光通信、フレキシブル
化、衛星コンステレーション、テラヘルツ波に係る基盤技術
等の開発・実証。

ⅴ 有人宇宙活動の在り方の検討
ⅵ スペースデブリ対策

デブリ除去やデブリ化抑制等のための技術開発。国際的な
ルール作りを主導。

③ 宇宙科学・探査による新たな知の創造
ⅰ 宇宙科学・探査
・ 「はやぶさ」等の世界的に高い評価を受
ける技術等をベースにしつつ、ボトム
アップで推進。海外ミッションにも参加。

・世界に先駆けて獲得すべき共通技術
及び革新的技術の研究開発等を推進。

ⅱ 国際宇宙探査への参画
・米国提案の国際宇宙探査（アルテミス
計画）への参画機会を活用し、日本人宇
宙飛行士の活躍の機会を確保する等、宇
宙先進国としてのプレゼンスを十分に発
揮しつつ、政府を挙げて、意義ある取組
を推進。

・我が国が強みを有する有人滞在技術、
補給、月面での移動等で参画。さら
に、測位、通信、リモートセンシン
グ、多点探査、三次元探査、サンプ
ルリターン、天体観測等も検討。

ⅲ 国際宇宙ステーション（ISS）を含
む地球低軌道活動

・国際宇宙探査活動で必要となる技術の実
証の場としてISSを最大限活用。

・将来の地球低軌道活動等に向けた取組へ
とシームレスかつ効率的につなげる。

資料５


